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本研究では，防災資本とその投資費用を動学的確率的マクロ経済モデルに導入し，人的資本，物的資産，生
産資本，そして土地に対する災害リスクの考慮の下，防災投資が開発途上国の経済成長や社会厚生に与える長
期的な影響を評価する．また，防災投資効果とその費用との関係を分析し，適切な防災投資水準について考察
する．本分析により，防災投資水準が高いほど災害時の各変数の落ち込みが小さくなる一方，防災投資は過剰
であっても経済成長や社会厚生を高めることはないと確認できた．そして，防災投資効果は，防災投資水準に
関して単峰型になるという示唆が得られた．
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1. はじめに

多発する巨大な自然災害が，開発途上国の社会経済

や貧困層の人々の生活に深刻な影響を与えている．近

年，自然災害の発生件数は増加傾向にあり，全世界の自

然災害の年間平均被害額は約 3,140億ドル1)，過去 30

年間の総被害額は約 3.5兆ドル2)に達すると推定されて

いる．特に，災害に対する事前の防災投資や復旧・復

興に必要な財源を有していない低所得国では被害が大

きくなる傾向にある．貧困層の人々は，自然災害によ

り資産が失われると，本来教育を受けるべき期間に際

しても生存のために長時間の労働を強いられ，人的資

本蓄積の機会を損失する．これは，将来的な所得向上

の機会を狭め，「貧困の罠」からの脱却を困難にし，延

いては国家の経済成長の停滞や社会的格差の拡大へと

繋がっていく．

このような状況下において，国際機関による国際的

な防災戦略の策定が進められている．2015年に開催さ

れた第 3回国連世界防災会議では，仙台防災枠組が採

択され，「強靭化のための防災投資3)」を優先行動とする

ことが明記された．また，目標指標として「2030年ま

でに災害による直接経済損失を国内総生産（GDP）と

の比較で削減する3)」と明記された．また，同年に国連

総会で採択された SDGsにおいても，「貧困層や脆弱な

状況にある人々の強靭性を構築し，災害による暴露や

脆弱性を軽減する4)」と明記された．一方で，過去 20

年間の国際援助 3兆ドルの内，事前の防災投資に使わ

れた金額は約 135億ドル，すなわち総援助額の 0.4%程

度5)に過ぎない現状がある．また，比較的，事前の防災

投資に重点を置いている開発途上国の政府，例えばイ

ンドやインドネシアにおいても，防災投資に充てられ

る予算は国内総生産（GDP）の 0.1%程度6)である．

防災投資が十分に進まない理由の一つとして，開発

途上国は自然災害以外に，貧困や教育，食料保障，安

全保障など多くの問題に取り組まなければならない点

が挙げられる．自然災害から資産を守るために長期的

な防災投資の重要性は認識されている一方，防災投資

は自然災害が発生するまで効果が見え難いため，短期

的に投資効果が発現する事案や緊急を要する事案へと

投資が流れてしまうのが現状である．防災投資が進ま

ない別の理由としては，防災の投資効果と費用との関

係が不明瞭である点が挙げられる．その関係が不明瞭

であると，防災投資の必要規模や投資時期などに対す

る正しい意思決定が困難となる．そのため，防災投資

効果を定量的に示して政策判断に活用可能な評価手法

を確立させることが重要となる．

防災投資の経済的影響の評価に関する既往研究はい

くつか存在する．Mechler et al.7)は，IIASA CATSIM

モデルを用いて，自然災害に対する国家財政の脆弱性

を財務戦略の視点から分析した．瀬木ら8)は，動学的確

率的マクロ経済モデルを用いて，生産資本と防災資本

の最適成長経路を示すとともに，長期的な防災投資政
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策について分析した．Yokomatsu et al.9)は動学的確率

的マクロ経済モデルに労働生産性を表す人的資本およ

び家屋や家財を現す物的資産を導入した．そして，防

災投資が人的資本，物的資産，そして生産資本の形成

を促進し，それが長期的な国家の経済成長へ繋がるこ

とを定量的に示した．ただし，防災資本の蓄積とその

投資費用は考慮されていないため，適切な防災投資水

準については明らかでない．

僅かな防災投資でも自然災害の被害軽減に繋がり，防

災投資が開発途上国の経済成長，貧困や教育などの社

会問題に寄与することを示すためには，防災資本の蓄

積と投資費用を考慮し，その防災投資効果を定量的に

示すことが不可欠である．本研究では，防災資本とそ

の投資費用を動学的確率的マクロ経済モデルに導入し，

人的資本，物的資産，生産資本，そして土地に対する

災害リスクの考慮の下，防災投資が開発途上国の経済

成長や社会厚生に与える長期的影響を評価する．また，

防災の投資効果とその費用との関係を分析し，適切な

防災投資水準について考察する．以下，第 2章ではモ

デルの定式化を行う．第 3章では，Pakistanを例とす

るケーススタディを実施する．そして，第 4章で本研

究の結論を述べる．

2. モデル

本研究では，離散的時間軸を持つ Ramsey型最適成

長モデルに不確実性，防災資本，人的資本，および物

的資本を取り入れたモデルを用いる．

経済空間は，一部門一国閉鎖経済を仮定する．した

がって，他国との貿易や国際援助は想定しない．市場

は完全競争的であると仮定する．財市場では消費財と

物的資産，生産要素市場では人的資本，金融資産，そ

して土地が取引される．金融資産は企業において，生

産施設（以下，「生産資本」）となる．

生産技術は規模に関する収穫一定を仮定し，社会経

済構造の変革による急激な技術成長は起こらないもの

とする．災害により生産要素が失われた場合は，残存

する生産要素を用いて生産活動が行なわれる．

家計は同質な選好を持つものと仮定する．また，家

計は無限視野を持ち，災害のリスク認識を含めて完全

合理的に経済活動を行う．家計所得は生産額と等価で

あり，毎期，その一定割合が防災投資に充てられる．簡

便化のため，人口成長は無いものと仮定する．

これらの仮定の下では，分権型経済から導き出され

る市場均衡解が中央計画経済から導き出される社会最

適解と一致する．一般に市場均衡問題よりも社会最適

化問題の方が計算が容易なため，本研究は社会最適化

にて分析する．

(1) イベントフロー

t期におけるイベントフローは以下を仮定する．

i) 代表的家計は，t期の期初における自らの生産資本

k，物的資産 z，人的資本 h，そして国家全体の防

災資本 Gの蓄積水準を確認する．

ii) 起こりうる災害被害と生涯期待効用を考慮し，t期

における物的資産形成 ξを決定する．

iii) 災害規模 lの災害が発生し，資産に損害が生じる．

生産資本，物的資産，および防災資本は永続的な乗

法ショック，人的資本と土地は一時的な乗法ショッ

クを受ける．

iv) 残存する生産要素を用いて生産活動を行い所得を

得る．所得の一定割合 gは防災投資に充てられる．

同時に，t期における消費 clと教育時間mlを決定

し，効用水準が定まる．

v) t + 1期における生産資本 kl+，物的資産 zl+，人

的資本 hl+，そして防災資本 Gl+ が決まる．その

後，i)から同じサイクルを繰り返す．

(2) 防災資本と自然災害

a) 防災資本の蓄積

防災資本Gは，災害被害率を減少させる働きを持つ

資産とする．その蓄積過程は以下のとおりである．

Gl+ = (1− δG)(1− σl)G

+NgF (B, (1− ωl(G))h, (1− ψl(G))k, (1− τ l(G))T )

(1)

ここで，N は総人口を表す．代表的家計は，毎期，所

得 F (·)の一定割合 gを防災資本への投資に充てるもの

とする．一方で防災資本は，災害によって防災資本被

害率 σlだけ失われる．また，防災資本は毎期，一定比

率 δG で減耗するものと仮定する．

b) 自然災害の発生と被害率

自然災害は，各期に一度だけ発生する．災害規模 l ∈
{1, 2, · · · , L}の災害が起きる確率は µlであり，以下を

満たす． ∑
l

µl = 1 (2)

各資産に対して，災害規模 lに対応する災害被害率が

与えられる．生産資本 k，物的資産 z，人的資本 h，そ

して土地 T の災害被害率は，防災資本Gの蓄積ととも

に減少するものと仮定する．

生産資本被害率： ψl(G) = ψl
0 · ζ(G) (3a)

物的被害率： ϕl(G) = ϕl0 · ζ(G) (3b)

人的被害率： ωl(G) = ωl
0 · ζ(G) (3c)

土地被害率： τ l(G) = τ l0 · ζ(G) (3d)

防災資本被害率： σl = σl
0 (3e)
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where

ζ(G) =
G0

G
(4)

ここで，G0は基準年における防災資本の蓄積量を示す．

また，ψl
0，ϕ

l
0，ω

l
0，τ

l
0，σ

l
0は，基準年と同規模の防災

資本を維持した場合の各要素の災害被害率を示す．

(3) 生産技術と国内総生産

a) 生産技術と生産関数

生産関数は，Cobb-Douglas型の関数を仮定する．財

は災害後に残存する 3種類の生産要素，つまり人的資本

(1− ωl(·))h，生産資本 (1− ψl(·))k，土地 (1− τ l(·))T
を用いて生産される．

F (B, (1− ωl(G))h, (1− ψl(G))k, (1− τ l(G))T )

= B[(1− ωl(G))h]α1 [(1− ψl(G))k]α2 [(1− τ l(G))T ]α3

(5)

where

B = B0(1 + β)t−t′ (6)∑
x̃∈{1,2,3}

αx̃ = 1, αx̃ ∈ (0, 1) (7)

ここで，Bは全要素生産性，B0は基準年における全要

素生産性，β は外生的技術進歩率を示す．αx̃ は生産要

素のシェアパラメータである．

b) 国内総生産

国内総生産GDPlは，生産額の集計量であるから，式

(5)を用いて次のように表すことができる．

GDPl =

N · F (B, (1− ωl(G))h, (1− ψl(G))k, (1− τ l(G))T )

(8)

国内総生産 GDPl は，総所得と等価である．

(4) 家計の経済活動

a) 生涯期待効用の最大化

代表的家計は，災害リスクに対して完全合理的な意

思決定を行う．消費 cl および物的資産 zで定義される

生涯期待効用が最大となるように資源配分を行う．

maxE

[ ∞∑
t=t′

u(cl(t), (1− ϕl(G))z(t)) · Λt−t′

]
(9)

where

Λ =
1

1 + ρ
(10)

ここで，E[·]は期待操作を表す記号である．ρは時間選
好率を意味し，Λは現在割引率を示す．

瞬時の効用関数 u(·)は，「貧困の罠」に陥る状況を表

現可能な Stone-Geary型を用いて表現する．

u(cl,(1− ϕl(G))z)

=

[
(cl − c̄)γ1{(1− ϕl(G))z}γ2

]1−θ − 1

1− θ
(11)

where ∑
x∈{1,2}

γx = 1, γx ∈ (0, 1) (12)

ここで，γxは消費のシェアパラメータ，θは相対的危険

回避度を示す．消費 cl が生存最低消費水準 c̄に接近す

ると消費の限界効用が高まるため，消費に対する資源

配分の優先度が高まることになる．その結果，資産形

成が遅れて経済成長を鈍化させ，「貧困の罠」からの脱

却を困難にする．

b) 生産資本の蓄積

生産資本 k は，生産活動に必要な生産施設やインフ

ラを表す資産とする．その蓄積過程は以下のとおりで

ある．

kl+ =

(1− g)F (B, (1− ωl(G))h, (1− ψl(G))k, (1− τ l(G))T )

+ (1− δk)(1− ψl(G))k − cl − η(ml)− ξ (13)

生産資本 kは，災害によって生産資本被害率 ψl(·)だけ
失われる．また，生産資本 kは毎期，一定比率 δk で減

耗するものと仮定する．

c) 物的資産の蓄積

消費 cl は非耐久財への支出であるのに対し，物的資

産 zは家屋や家財といった耐久財を表す資産とする．そ

の蓄積過程は以下のとおりである．

zl+ = (1− δz)(1− ϕl(G))z + ξ (14)

物的資産 zは，災害によって物的被害率 ϕl(·)だけ失わ
れる．また，物的資産 zは毎期，一定比率 δz で減耗す

るものと仮定する．

d) 総資産の定義

代表的家計が保有する生産資本 kと物的資産 z の合

計を総資産 aと定義する．

al+ :=kl+ + zl+

=(1− g)F (·) + (1− δk)(1− ψl(G))(a− z)

+ (1− δz)(1− ϕl(G))z − cl − ηl(ml) (15)

制御変数の一つである物的資本形成 ξ がキャンセルア

ウトされる．そのため，総資産 aに対して物的資産 z

を状態変数ではなく，制御変数のように扱うことが可

能となる．

e) 人的資本の蓄積

人的資本 hは，生産性を考慮した労働とする．人的

資本 hが大きいほど多くの生産が可能となり，その結
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果，多くの労働所得を得られる．その蓄積過程は以下

のとおりである．

hl+ = (1− δh)h+ ι ·ml (16)

ここで，ιは人的資本形成の補正係数を示す．調整が不

要な場合は，ι = 1とする．人的資本 hは災害により失

われることは無いが，災害により一時的に減少するも

のと仮定する．また，人的資本 hは毎期，一定比率 δh

で減耗するものと仮定する．これは，知識は放ってお

くと一様に劣化・陳腐化するという状況を表現すると

ともに，世代の入れ替わり（人的資本の高い世代が死

亡し，低い世代が誕生する）を反映している．

年間に利用できる時間は有限であるため，年間で人

的資本 hをより多く蓄積するためには，効率的かつ質

の高い教育を受ける必要がある．この理由から，教育

時間 ml の増加に伴い，人的投資費用 η(·)は逓増する
ものと仮定する．

η(ml) = η0 · (ml)2 (17)

ここで，η0は二次の項の係数である．簡便化のため，本

モデルでは二次関数型の人的投資費用関数 η(·)を仮定
する．

(5) 動学的最適化

代表的家計の動学的最適化問題は，制約条件式 (1)，

(15)，(16)の下で，以下のように記述される．

V (a(t), h(t), G(t), B(t))

= maxE

[ ∞∑
t=t′

u(cl(t), (1− ϕl(G))z(t)) · Λt−t′

]
(18)

s.t.

al+ = (1− g) · F l(·) + (1− δk)(1− ψl(G))(a− z)

+ (1− δz)(1− ϕl(G))z − cl − ηl(ml)

hl+ = (1− δh)h+ ι ·ml

Gl+ = (1− δG)(1− σl)G+ gF l(·)N

al+, hl+, Gl+ > 0

価値関数 V (·)は，最適な資源配分により達成可能な生
涯期待効用の最大値を示す．式 (18)は，次のHamilton-

Jacobi-Bellman方程式と等価になる．

V (a, h,G,B)

= maxE
[
u(cl, (1− ϕl(G))z)

+ Λ · V (al+, hl+, Gl+, B+)
]

= max
∑

µl
[
u(cl, (1− ϕl(G))z)

+ Λ · V (al+, hl+, Gl+, B+)
]

(19)

式 (19)の消費 cl，物的資産 z，教育時間 ml に関する

一階条件式は以下のとおりである．

cl :
∂u(cl, (1− ϕl(G))z)

∂cl
= Λ · ∂V (al+, hl+, Gl+, B+)

∂al+

(20a)

z :
∑
l

µl

[
∂u(cl, (1− ϕl(G))z)

∂zl

+ Λ · ∂V (al+, hl+, Gl+, B+)

∂al+
· ∂a

l+

∂z

]
= 0

(20b)

ml :
∂V (al+, hl+, Gl+, B+)

∂hl+
· ι

=
∂V (al+, hl+, Gl+, B+)

∂al+
· ∂η(m

l)

∂ml
(20c)

式 (20a)は消費 cl の限界効用と総資産 aの現在割引限

界価値が等しくなることを意味する．式 (20c)は人的資

本 hの限界価値と教育時間 ml の限界費用が等しくな

ることを意味する．

横断性条件は，以下のとおりである．

lim
t→∞

a · Va · Λt = 0 (21a)

lim
t→∞

h · Vh · Λt = 0 (21b)

これは，計画期間終期における相補条件を示す．

本研究では，制約条件式 (1)，(15)，(16) の下，

Hamilton-Jacobi-Bellman方程式 (19)およびその一階

条件式 (20a)-(20c)を Value Function Iterationにより

解くことによって社会最適解を得る．

3. ケーススタディ

Pakistanを対象にケーススタディを実施する．対象

とする自然災害は洪水とする．使用する社会経済データ

は，Debowicz et al.10)によって作成された Pakistanの

2007年社会会計表（Social Accounting Matrix, SAM），

およびWorld Bankの統計データベースWorld Devel-

opment Indicators11)の 2007年値を基に作成する．人

的資本はUNDPのHuman Development Reports12)に

整理されている平均就学年数を代理変数として利用す

る．災害データについては，Ota13)が洪水モデルCaMa-

floodを Pakistanに適用して得た災害被害率とその発

生確率を利用する．データ制約のため，防災資本被害

率については σl = 0を仮定する．また，生存最低消費

水準は c̄ = 200，全要素生産性の成長率はKhan14)を参

考に β = 0.02と仮定する．

図-1に示す災害規模の洪水が発生する例を考える．こ

の例では，第 3期に最大規模の洪水が発生している．な

お，これ以降の図中の赤塗潰部（第 3期）は最大規模

の洪水の発生年を差すものとする．
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図–1 災害規模の Sample Path

図–2 生産資本の経年変化（単位：USD）

本ケーススタディでは，国内総生産（GDP）に占め

る防災投資支出の割合 gが 0.01%,0.1%,1%,10%,20%の

5ケースにて分析を進める．

(1) 資産への影響（生産資本と物的資産）

図-2と図-3は，それぞれ生産資本と物的資産の経年

変化，図-4は総資産（生産資本と物的資産の合計）の

経年変化を示す． 生産資本と物的資産ともに，防災投

資水準が高ければ，災害時の損失が少なくなることを

確認できる．また，今回設定した災害被害率は，生産資

本被害率の方が物的被害率よりも大きな値となってい

るため，防災投資の被害軽減効果は生産資本により大

きく働く．そのため，防災投資水準が高いケースでは，

第 2期までに物的資産から生産資本への資産の大きな

移動が見られる．その際，総資産に大きな変動はない．

図–3 物的資産の経年変化（単位：USD）

図–4 総資産の経年変化（単位：USD）

(2) 教育への影響（教育時間と人的資本）

図-5と図-6は，それぞれ教育時間と人的資本の経年

変化を示す． 図-5から，十分な防災投資を行った場合

は災害時の影響が小さく，第 3期の最大規模の洪水の

発生前後でも教育時間に大きな変動はないことがわか

る．一方，防災投資を行わなかった場合，災害により

多くの生産資本や物的資産が失われ，教育投資をする

ことが困難となる．その結果，図-6に示されるように，

人的資本の蓄積が遅れ，将来の労働所得の向上の機会

を逸することに繋がる．

(3) 厚生への影響（消費と社会厚生）

図-7と図-8は，それぞれ消費と社会厚生の経年変化

を示す． 防災投資水準が高い場合は，災害時に消費や

社会厚生の落ち込みが小さくなる．一方，十分な防災投

資を行わなかった場合は，災害により生産資本や物的
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図–5 教育時間の経年変化（単位：年）

図–6 人的資本の経年変化（単位：年）

資産を損失するだけでなく，人的資本の蓄積が進まな

いために十分な労働所得を得ることが困難となる．そ

の結果，消費は減少し，社会厚生も低下する．また，生

存最低消費水準付近での生活を強いられるため，消費

の限界効用が上昇して資産蓄積が進まず，それが「貧

困の罠」を誘引することになる．

(4) 経済成長への影響

図-9は国内総生産（GDP）の経年変化を示す．防災

投資水準が高い場合，災害時の経済成長の落ち込みが

小さくなり，長期的な経済成長に繋がることがわかる．

一方，十分な防災投資を行わなかった場合，人的資本

や生産資本の蓄積が進まないため，長期的な経済停滞

を招くことを確認できる．

図–7 消費の経年変化（単位：USD）

図–8 社会厚生の経年変化

(5) 最適な防災投資水準

本ケーススタディでは，GDP比で g = 1%程度の防

災投資が最適であるという結果が得られた．防災投資

水準が高ければ，災害時の各変数の落ち込みは小さく

なるが，本結果は，防災投資は過剰に投資しても経済

成長や社会厚生を高めることはないと指摘する．防災

に過剰投資する分の予算を人的資本や生産資本の投資

に充てることで経済成長を促し，社会厚生を高めるこ

とが可能だからである．そして，防災投資効果は，防

災投資／GDP比 (g)に対して単峰型になるという示唆

が得られた．

4. おわりに

本研究では，防災資本とその投資費用を考慮した動

学的確率的マクロ経済モデルを構築した．災害リスク
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図–9 国内総生産（GDP)の経年変化（単位：USD）

は，人的資本，物的資産，生産資本，防災資本，そして

土地に導入した．その結果，防災投資水準が高いほど

災害時の各変数の落ち込みが小さくなる一方，防災投

資は過剰であっても経済成長や社会厚生を高めること

はないと確認できた．そして，防災投資効果は，防災

投資の GDPに対する支出率に対して単峰型になると

いう示唆が得られた．

今後の課題は，防災投資の評価ツールとして，政策

分析への適用範囲を広げていくことが挙げられる．例

えば，防災投資の最適投資時期に関する動学的な政策

分析を実施可能にすることが考えられる．多所得階層

モデルへ拡張し，防災投資が国家全体の社会的格差に

与える影響の分析や最貧困層の人々に焦点をあてた分

析をすることも必要である．多地域多産業モデルに拡

張し，防災投資が地域間や産業間の格差に与える影響

を分析することも重要であると考える．また，災害被

害率と防災投資との関係式を統計データに基づき正確

に推計することが求められる．
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